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延長 27.5km 

事業概要  

一般国道 294 号は、茨城県取手市から栃木県を経て福島県会津若松市へ至る広域的な幹線道路である。 

本事業は、常総、下妻、筑西市内の渋滞緩和を図り、交通の円滑化に寄与するとともに、インターチェンジへ

のアクセス向上による地域振興を目的とし、常総市相野谷町～筑西市野殿までの約27.5kmのバイパス整備お

よび相平橋西交差点等の立体化事業を行うものである。 

 

   H13年度事業化 S48年度都市計画決定 H16年度用地着手 H17年度工事着手 

全体事業費    約200億円 事業進捗率   約96％ 供用済延長 27.5km 

計画交通量       29,200台／日 

費

用

対

効

果

分
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B/C  EIRR  総費用 (残事業)/(事業全体) 

   44/  351億円 

総便益 (残事業)/(事業全体) 

   45 /641  億円 
基準年 

（事業全体） （事業全体）   

 1.8  

7.3% 

事 業 費： 43 /295億円 

維持管理費： 0.56/ 41 億円 

更 新 費：  0/ 16 億円 

走行時間短縮便益： 54 /764 億円 

走行経費減少便益：-9.1/-172億円 

交通事故減少便益： 0.19/49  億円 
令和7年 (

参
考) 

2.4 〔2%〕 

2.7 〔1%〕 

（残事業） （残事業） 
感
度
分
析 

（事業全体） （残事業） 

 1.02  

4.3% 

交通量 B/C=1.7～1.9（±10％） 交通量 B/C=0.9～1.1（±10％） 

(

参
考) 

1.7 〔2%〕 事業費 B/C=1.8～1.8（±10％） 事業費 B/C=0.9～1.1（±10％） 

2.2 〔1%〕 事業期間 B/C=1.8～1.8（±20％） 事業期間 B/C=0.9～1.1（±20％） 

事業の効果等  

・常総IC周辺のアグリサイエンスバレーや道の駅「常総」へのアクセスが向上し、企業立地や産業の振興に寄

与する。 

・市街地に流入していた交通が転換され、良好な生活環境の確保が図られる。 

 

関係する地方公共団体等の意見  

常総バイパス整備促進期成同盟会（会長：常総市、関係市町村：下妻市、つくばみらい市）から事業の早期

完成を要望されている。 

 

事業評価監視委員会の意見  

継続することが妥当である。 

 

事業採択時より再評価実施時までの周辺環境変化等  

・周辺環境等に特に変化はない。 

 

事業の進捗状況、残事業の内容等  

用地進捗率100％、事業進捗率約96％ 

 

事業の進捗が順調でない理由、今後の事業の見通し等  

地質調査の結果により、地盤改良の追加や橋梁形式に変更が生じ施工量が増加したため、事業期間を8カ

年延長することとした。 

引き続き、相平橋西交差点の立体化事業を推進する。 

 

 



施設の構造や工法の変更等  

土工における土量の過不足について、工事間流用によりコスト縮減を図る。 

 

対応方針 事業継続 

対応方針決定の理由  

事業の必要性、重要性は変化なく、費用対効果の投資効果も確保されているため。 

 

事業概要図  

 

※総費用、総便益とその内訳は、各年次の価格に社会的割引率（4%）を用いて基準年の価値に換算し集計したもの。 

※B/Cの値は、社会的割引率4%を用いて計算した場合の費用便益分析結果。また、比較のために参考とすべき値として1%及び2%を

設定し、それに対応する費用便益分析結果を参考として併記している。（〔  〕内は社会的割引率の値） 


